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民間委託は安くなるか？

表２：官民コスト比較

直営事業 民間委託 民間／直営

可燃ごみ収集（１トン） １７，２９１円 ８，２５２円 46.0

学校給食（１食） ４３１円 ２３８円 55.2

電話交換（年間） １２，３８４千円 ５，２４６千円 42.4

守衛（年間） １８，５３５千円 ６，５４７千円 35.3

ホームヘルパー（１時間） ４，２２４円 ２，８５２円 67.5

在宅入浴サービス（１回） ２８，４２９円 １４，９０５円 52.4

老人福祉センター（年間） ７２，７１６千円 ５５，６９７千円 76.6

体育・スポーツ施設（年間） ４２，９１８千円 ２０，８５３千円 48.6

文化施設（年間） ３９０，１０８千円 １７３，０８８千円 44.4

（資料：地方自治経営学会 平成７年６月）（注１）
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安くなる理由

１ 働きの違い。
民間は公立（直営）の二倍以上よく働いている。

２ 継続して仕事がない業務にフルタイムの正規職
員があてられている。

３ 単純労働。公務員でなくてもできる仕事に、給与
の高い正規の公務員が当てられている。

本当なのか？
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民間委託が高くなるケースも

契約、管理監督、支払いなどの業務が増える
学校給食など

専門的業務は民間も人件費が高く、チェックできない
システム開発・メンテナンス

カルテルを結ばれたら対抗できない
ゴミ収集・運搬
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「行政改革」の本丸、制度改革

介護保険制度（「措置行政」から「契約制」）

指定管理者制度（目的・期間設定・評価）

「公共サービス＝行政サービス」
概念の終焉
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介護保険・指定管理者の背景

単なる民間委託（経費削減）ではない

官（公）と民との区分、そのものの変化

民間資本の拡充と資金調達の多様化

サービス経済化によるノウハウ蓄積

地域住民のニーズの多様化、成熟化
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公務員制度は身分制度公務員制度は身分制度

給与表適用の公務員の仕事として

定型・現業業務 単純外部委託

高度な専門業務 事業委託

公務員の専門性が問われる


